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令和５年 ４月 １日 

監 査 委 員 決 定 

 

令和５年度 草加八潮消防組合監査計画 

 

 令和５年度における監査、検査及び審査（以下「監査等」という。）は、次のと

おり実施します。 

 

１ 基本方針 

 

  新型コロナウイルス感染症をめぐる社会的状況が刻々と変化しているなか、消

防行政においては、状況を的確に把握し、引き続き消防力を確保する必要があり

ます。 

  さらに、国内外問わず発生している大規模地震を初め、複雑・多様化している

災害に的確な対応をするためにも、消防体制の強化が求められています。 

  このような状況の中、予算編成に当たっては、草加八潮消防組合の基幹計画で

ある「消防力の整備指針・消防施設整備計画」を踏まえ、消防行政を適切かつ適

正に行うために必要な経費を計上するとしています。 

  こうした状況のもと、本年度における監査等は、次の基本方針に基づき実施し

ます。 

 

 ⑴ 地方自治運営の基本を重視 

   事務の執行及び管理が地方自治法第２条第１４項（住民の福祉の増進、最少

の経費で最大の効果）及び同条第１５項（組織及び運営の合理化、規模の適正

化）の規定に準拠して処理されているかどうかを基本的な留意事項とします。 

 

 ⑵ 住民目線の取り組み 

   適法性に加え、経済性（最少のコストで適切な量及び質で行われているか）、

効率性（執行において時間や経費等が効率的に行われているか）、有効性（事

務事業が住民にとって有効か、目的に沿って効果を上げているか）を観点とし

て、住民目線に立つことを目指します。 

 

 ⑶ 事前予防の取り組み 

   対象所属におけるチェック体制など、事務の仕組みを確認し、適切でない処

理の発生を事前に予防することを目指します｡ 

   また、監査等を行う中で得られた事務の参考となる情報を局内で共有し、再

発防止を促します。 

 

 ⑷ 事後対応の確認及び情報の発信  

   過去に行った監査等における指摘事項等に対する改善状況について、監査等

の中で確認します。 

   また、住民に対し、監査結果などに関する情報をホームページなどで公開し

ます。 
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２ 監査等の実施方針 

 

  令和５年度に実施する監査等については、次の方針によることとし、それぞれ

の具体的な内容は、別途、監査等の実施計画において定めます。 

  また、監査等の実施に当たっては、これまでの監査等で蓄積された情報を活用

し、効果的に行います。 

 

 ⑴ 定例監査（地方自治法第１９９条第１項及び第４項） 

   組合の財務に関する事務の執行（予算の執行、収入、支出、契約、出納保管、

財産管理等）を対象とし、法令等の規定に基づき適正に処理されているかとい

う適法性の観点を主眼に実施します。 

   また、経済性、効率性及び有効性の観点についても留意します。 

 

 ⑵ 例月出納検査（地方自治法第２３５条の２第１項） 

   一般会計の現金の出納について、毎月の計数の適正性を関係諸帳簿と照合確

認するとともに、収入及び支出の基礎となる事務の適法性、妥当性並びに現金

保管状況等を検査します。 

   また、必要な場合は、財務に関する事務の執行等についても確認を行い、今

後の財務に関する監査の計画及び執行に活用します。 

 

 ⑶ 決算審査（地方自治法第２３３条第２項） 

   一般会計の決算計数が適正なものとなっているか確認及び分析をするととも

に、予算の執行、資金運用及び財産管理の状況について審査し、意見を付しま

す。 

   なお、主要事業については、事業が適正かつ効果的に実施されているかを留

意します。 
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３  監査等の実施期間、対象所属及び報告・公表時期等  

 

  監査等の実施期間、対象所属及び報告・公表時期等は、次の監査等実施予定表

のとおりとします。 

 

監査等実施予定表 

監 査 区 分 実 施 期 間 対象所属等 報 告・公 表 

時    期 

定例監査 令和５年 ７月上旬～ 

令和６年 ３月下旬 

企画課、 

総務課、 

警防課、 

草加消防署 

（管理課） 

令和６年 ３月 

例月出納検査 

 

原則毎月２５日を例日と

する。 

一般会計 令和５年４月から 

令和６年３月までの

各月 

一般会計歳入歳出

決算審査 

令和５年 ７月下旬～ 

令和５年１１月下旬 

 

一般会計 令和５年１１月 

（注１） 監査の執行は、監査執行予定日の７日前までに通知します。 

（注２） 報告は、組合議会、管理者及び副管理者並びに関係する行政委員会に行

います。 

（注３） 審査意見は、管理者及び副管理者に提出します。 

（注４） 監査等を実施する中で、監査項目が監査対象所属以外に関連する場合に

は、その所属についても監査対象とします。 

 

４ その他 

 

  本計画に定める監査等のほか、本年度において監査を実施する必要が生じた場

合は、別途、実施計画を定め、実施するものとします。 

  なお、その場合は、本計画を変更することがあります。 


